
 

 

最低制限価格の改正について 
（「工事」・「工事に関する業務」共通） 

 
令和７年４月１日以降に公告又は指名通知する「工事」及び「工事に係る業務」

の最低制限価格の算定方法と最低制限価格率を改正します。 

 

 

１ 「工事」の最低制限価格の引上げ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

改正前 

 

■算定方法〔①～④の各項目の合計額〕 

直接工事費、現場管理費の算出過程は１円単位

（円未満切捨て）で計算。ただし、①～④の各項

目で最終的に得た額の千円未満は切捨て。 

 

⑴ 土木系〔土木・舗装・造園〕工種 

①直接工事費の９７％ 

②共通仮設費の９０％ 

③現場管理費の９０％ 

④一般管理費等の７０％ 

 

⑵ 土木系以外の一般工種 

①｛直接工事費－(直接工事費×0.1)｝の９７％ 

②共通仮設費の９０％ 

③｛現場管理費＋(直接工事費×0.1)｝の９０％ 

④一般管理費等の７０％ 

 

⑶ 昇降機設備工事 

①｛直接工事費－(直接工事費×0.2)｝の９７％ 

②共通仮設費の９０％ 

③｛現場管理費＋(直接工事費×0.2)｝の９０％ 

④一般管理費等の７０％ 

改正後 

 

■算定方法〔①～④の各項目の合計額〕 

直接工事費、現場管理費の算出過程は１円単位

（円未満切捨て）で計算。ただし、①～④の各項

目で最終的に得た額の千円未満は切捨て。 

 

⑴ 土木系〔土木・舗装・造園〕工種 

①直接工事費の９７％ 

②共通仮設費の９０％ 

③現場管理費の９０％ 

④一般管理費等の７５％ 

 

⑵ 土木系以外の一般工種 

①｛直接工事費－(直接工事費×0.1)｝の９７％ 

②共通仮設費の９０％ 

③｛現場管理費＋(直接工事費×0.1)｝の９０％ 

④一般管理費等の７５％ 

 

⑶ 昇降機設備工事 

①｛直接工事費－(直接工事費×0.2)｝の９７％ 

②共通仮設費の９０％ 

③｛現場管理費＋(直接工事費×0.2)｝の９０％ 

④一般管理費等の７５％ 



 

 

２ 「工事に関する業務」の最低制限価格の引上げ 

「工事に関する業務」とは、工事に係る設計及び監理の委託業務、地質調査の委託業務並びに測量の

委託業務をいいます（ただし、工事に係る監理のみの委託業務は除く。）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

改正前 

 

■算定方法〔①～④（⑷については、①～③）

の各項目の合計額〕 

直接調査費、直接経費の算出過程は１円単位

（円未満切捨て）で計算。ただし、①～④（⑷に

ついては、①～③）の各項目で最終的に得た額の

千円未満は切捨て。 

 

⑴ 建築・設備設計 

①直接人件費の額 

②特別経費の額 

③技術料等経費の６０％ 

④諸経費の７０％ 

 

⑵ 土木設計 

①直接人件費の額 

②直接経費の額 

③その他原価の９０％ 

④一般管理費等の５０％ 

 

⑶ 地質調査 

①直接調査費の額 

②間接調査費の９０％ 

③解析等調査業務費の８０％ 

④諸経費の５０％ 

 

⑷ 測量 

①直接測量費の額 

②測量調査費の額 

③諸経費の５５％ 

改正後 

 

■算定方法〔①～④（⑷については、①～③）

の各項目の合計額〕 

直接調査費、直接経費の算出過程は１円単位

（円未満切捨て）で計算。ただし、①～④（⑷に

ついては、①～③）の各項目で最終的に得た額の

千円未満は切捨て。 

 

⑴ 建築・設備設計 

①直接人件費の額 

②特別経費の額 

③技術料等経費の６０％ 

④諸経費の７２％ 

 

⑵ 土木設計 

①直接人件費の額 

②直接経費の額 

③その他原価の９０％ 

④一般管理費等の５２％ 

 

⑶ 地質調査 

①直接調査費の額 

②間接調査費の９０％ 

③解析等調査業務費の８０％ 

④諸経費の５２％ 

 

⑷ 測量 

①直接測量費の額 

②測量調査費の額 

③諸経費の５７％ 



 

 

３ 最低制限価格率の引上げ（「工事」・「工事に関する業務」共通） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 適用年月日 

令和７年４月１日以降に公告又は指名通知する「工事」・「工事に関する業務」案件より適用 

（一般財団法人札幌市住宅管理公社最低制限価格取扱要綱を一部改正して適用。適用年月日前に

既に公告又は指名通知した「工事」及び「工事に関する業務」案件に係る最低制限価格の取扱いに

ついては、改正前の要綱の規定による） 

 

 

 

【問合せ先】 

（一財）札幌市住宅管理公社 総務部 総務課 契約担当係 

電話 ２１１－３３８１ 

 

改正前 

 

■最低制限価格率 

最低制限価格率が１０分の９．２を超える場 合

に あ っ て は １ ０ 分 の ９ ． ２ と し 、１０

分の７．５に満たない場合にあっては 

１０分の７．５とする。 

改正後 

 

■最低制限価格率 

最低制限価格率が１０分の９．４を超える場 合

に あ っ て は １ ０ 分 の ９ ． ４ と し 、１０

分の７．５に満たない場合にあっては 

１０分の７．５とする。 



別記様式１－１

工事名

（１）　本工事（土木系工種（土木、舗装及び造園）の工事）の直接工事費、共通仮設費、現場

　　　管理費及び一般管理費等の合計額

　直接工事費 （ 千円）の 9.7/10 千円

　共通仮設費 （ 千円）の 9/10 千円

　現場管理費 （ 千円）の 9/10 千円

　一般管理費等 （ 千円）の 7.5/10 千円

　① 千円

※　千円未満切捨て

（２）　本工事の工事価格

　② 千円

※　千円未満切捨て

（３）　①の②に占める割合

％

※　小数点第2位以下切捨て

印令和　　年　　月　　日 参考調書作成者

　　　　　　 計

最低制限価格の算定に係る参考調書

　　　　　工事価格

①/②×100

　　　　※　94％を超える場合にあっては94％とし、75％に満たない場合にあっては75％とする。



別記様式１－２

工事名

（１）　本工事（土木系工種（土木、舗装及び造園）の工事）以外の工種の工事。ただし、

　　　機械設備工種のうち昇降機設備工事を除く。）の直接工事費、共通仮設費、現場管理

　　　費及び一般管理費等の合計額

　直接工事費 （ 千円）の 9.7/10 千円

　共通仮設費 （ 千円）の 9/10 千円

　現場管理費 （ 千円）の 9/10 千円

　一般管理費等 （ 千円）の 7.5/10 千円

　① 千円

※　千円未満切捨て

※　直接工事費[千円未満切捨て] ＝ 直接工事費［一円単位］－(直接工事費［一円単位］×0.1)

※　現場管理費[千円未満切捨て] ＝ 現場管理費［一円単位］＋(直接工事費［一円単位］×0.1)

（２）　本工事の工事価格

　② 千円

※　千円未満切捨て

（３）　①の②に占める割合

％

※　小数点第2位以下切捨て

印令和　　年　　月　　日 参考調書作成者

最低制限価格の算定に係る参考調書

　　　　　　 計

　　　　　工事価格

①/②×100

　　　　※　94％を超える場合にあっては94％とし、75％に満たない場合にあっては75％とする。



別記様式１－３

工事名

（１）　本工事（機械設備工種のうち昇降機設備工事）の直接工事費、共通仮設費、現場管

　　　理費及び一般管理費等の合計額

　直接工事費 （ 千円）の 9.7/10 千円

　共通仮設費 （ 千円）の 9/10 千円

　現場管理費 （ 千円）の 9/10 千円

　一般管理費等 （ 千円）の 7.5/10 千円

　① 千円

※　千円未満切捨て

※　直接工事費[千円未満切捨て] ＝ 直接工事費［一円単位］－ (直接工事費［一円単位］×0.2)

※　現場管理費[千円未満切捨て] ＝ 現場管理費［一円単位］＋ (直接工事費［一円単位］×0.2)

（２）　本工事の工事価格

　② 千円

※　千円未満切捨て

（３）　①の②に占める割合

％

※　小数点第2位以下切捨て

印令和　　年　　月　　日 参考調書作成者

最低制限価格の算定に係る参考調書

　　　　　　 計

　　　　　工事価格

①/②×100

　　　　※　94％を超える場合にあっては94％とし、75％に満たない場合にあっては75％とする。



別記様式１－４

業務名

（１）　本業務（建築設計等業務および設備設計等業務。ただし、土木設計等業務と同様の

　　　費目により予定価格を算出する設備設計等業務を除く。）の直接人件費、特別経費、

　　　技術料等経費及び諸経費の合計額

　直接人件費 （ 千円）の額 千円

　特別経費 （ 千円）の額 千円

　技術料等経費 （ 千円）の 6/10 千円

　諸経費 （ 千円）の 7.2/10 千円

　① 千円

※　千円未満切捨て

（２）　本業務の業務価格

　② 千円

※　千円未満切捨て

（３）　①の②に占める割合

％

※　小数点第2位以下切捨て

印令和　　年　　月　　日 参考調書作成者

最低制限価格の算定に係る参考調書

　　　　　　 計

　　　　　業務価格

①/②×100

　　　　※　94％を超える場合にあっては94％とし、75％に満たない場合にあっては75％とする。



別記様式１－５

業務名

（１）　本業務（土木設計等業務及びこれと同様の費目により予定価格を算出する設備設計

　　　業務）の直接人件費、直接経費、その他原価及び一般管理費等の合計額

　直接人件費 （ 千円）の額 千円

　直接経費 （ 千円）の額 千円

　その他原価 （ 千円）の 9/10 千円

　一般管理費等 （ 千円）の 5.2/10 千円

　① 千円

※　千円未満切捨て

（２）　本業務の業務価格

　② 千円

※　千円未満切捨て

（３）　①の②に占める割合

％

※　小数点第2位以下切捨て

印令和　　年　　月　　日 参考調書作成者

最低制限価格の算定に係る参考調書

　　　　　　 計

　　　　　業務価格

①/②×100

　　　　※　94％を超える場合にあっては94％とし、75％に満たない場合にあっては75％とする。



別記様式１－６

業務名

（１）　本業務（地質調査業務）の直接調査費、間接調査費、諸経費及び解析等調査業務費

　　　の合計額

　直接調査費 （ 千円）の額 千円

　間接調査費 （ 千円）の 9/10 千円

　諸経費 （ 千円）の 5.2/10 千円

　解析等調査業務費 （ 千円）の 8/10 千円

　① 千円

※　千円未満切捨て

※　直接調査費[千円未満切捨て] ＝ 直接調査費［一円単位］＋ 直接経費(一般調査)［一円単位］

※　解析等調査業務費 ＝ 解析等調査業務価格

（２）　本業務の業務価格

　② 千円

※　千円未満切捨て

（３）　①の②に占める割合

％

※　小数点第2位以下切捨て

印令和　　年　　月　　日 参考調書作成者

最低制限価格の算定に係る参考調書

　　　　　　 計

　　　　　業務価格

①/②×100

　　　　※　94％を超える場合にあっては94％とし、75％に満たない場合にあっては75％とする。



別記様式１－７

業務名

（１）　本業務（測量業務）の直接測量費、測量調査費及び諸経費の合計額

　直接測量費 （ 千円）の額 千円

　測量調査費 （ 千円）の額 千円

　諸経費 （ 千円）の 5.7/10 千円

　① 千円

※　千円未満切捨て

（２）　本業務の業務価格

　② 千円

※　千円未満切捨て

（３）　①の②に占める割合

％

※　小数点第2位以下切捨て

印令和　　年　　月　　日 参考調書作成者

最低制限価格の算定に係る参考調書

　　　　　　 計

　　　　　業務価格

①/②×100

　　　　※　94％を超える場合にあっては94％とし、75％に満たない場合にあっては75％とする。



別記様式１－８（積算費目の異なる業務区分を含む工事に係る業務の算定）

業務名

（１）　本業務（別記様式１－４の(1)、１－５の(1)、１－６の(1)及び１－７(1)）の

　　　合計額

　建築設計等業務等（別記様式１－４の(1))の額 千円

　土木設計等業務等（別記様式１－５の(1))の額 千円

　地質調査業務（別記様式１－６の(1))の額 千円

　測量業務（別記様式１－７の(1))の額 千円

　① 千円

※　千円未満切捨て

※　本様式と併せて別記様式１－４～１－７を作成すること。

（２）　本業務の業務価格（別記様式１－４の(2)、１－５の(2)、１－６の(2)及び

　　　１－７の(2)）の合計額

　② 千円

※　千円未満切捨て

（３）　①の②に占める割合

％

※　小数点第2位以下切捨て

印令和　　年　　月　　日 参考調書作成者

最低制限価格の算定に係る参考調書

　　　　　　 計

　　　　　業務価格

①/②×100

　　　　※　94％を超える場合にあっては94％とし、75％に満たない場合にあっては75％とする。


